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明治初年弘前藩における「帰国法」

の推移と帰結

長 間 新

はしがき

亡と
口

本稿の目的は，前稿を承けて，廃藩置来を聞にはさむ弘前藩「帰罰法Jの

いわば第二段階たる土族への耕地分与過程を対象とし，その方法と経過なら

びにそれによって創出された士族の土地所有の規模と内容を明らかにしつ

つ，それらが「帰国法」の結末にどう有機的につながっていったかを追って

いきながらーーさしあたってその角度から一一明治維新の土地変革過程にお

いて占める弘前藩「帰国法」の位置と役割を再吟味してみようとすることに

あるO

明治3年 10月にはじまる弘前藩の「帰国法Jがほぼ終局をむかえたのは

「明治五年ノ秋」である。その間 4年7月の廃藩置県によって弘前藩は弘

前県(→青森県〉となり，統治機様としての藩体制は解体されている。藩体

制即「帰田法j実施の権力機構であった以上，その解消を意味する廃藩置県

が「帰国法」に重大な影響をあたえたことは想像に難くなL、。したがって，

廃藩置県が具体的にどのような過程を通じて「帰国法」の内容にどのような

影響をあたえ，それがまた「帰国法jの結末にどうつながっていったかを明

らかにすることは，当然，本稿の主要な課題のーっとなっている。しかし，

この廃藩置県ないしその後の中央政府の新政策の展開のみがこの「帰悶法J

の帰趨を決定したものとしては，事柄の本質を正しくとらえたことにはなら

ない。前橋でも暗示しておいたように，捷藩置票前における地主からの強制

的耕地買訳過程も士族への耕地分与方針の決定過程およびその結果としての

士族の土地所有の規模と内容に影響をあたえているのであり，それはそれ
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で，捷藩置県後の「帰回法」の帰趨に一定の関連をもっていたと考えられる

からである。つまり， I帰罰法Jにおける士族への耕地分与過程の特質は，

まずもって，その前段階をなす地主からの耕地買収過程との関連において明

らかにされなければならないのであり，したがって本稿の分析も，まず，廃

立trの耕地分与過程を具体的に跡づけることからはじめなければならな

L 、。

1) 拙稿 f明治初年弘前落のn菊田法Jをめぐる地主と農民Jcr北海道大学経済学
研究J第13巻第3・4号所収〕

2) ここで「再吟味Jとしたのは前稀冒頭でふれた丹羽邦男氏の所説を念頭において

いるからである。

3) r帰沼法Jの歴史的意義を確定するためには以上の手続きのみでは十分とはいえ
ない。それには少くなくとも明治初年弘前藩の財政事情やそれと不可分の関係に

ある藩政改革の全容cr帰司法」はその一局面)，さらには廃藩置県後の地税改
正・秩禄処分の!日弘前漆およびその領域におけるJ主体的様棺を明らかにする必要

があり，その上で， r帰罰法Jをその中にどう佼震ずけるか，という角度から，
より立入った検討を必要としよう。しかし現状ではこれは今後の課題として残

しておかざるをえない。

4) r津軽承昭公{云JP. 314 

1 . 耕地分与方針の決定過程(その1)

明治3年 10月10臼の木造村における円諮問法j実施の「告議jの時点で

は，士族に対する耕地分与の方針はもとより耕地買収についても具体的方針

は確定しておらず，その大綱がほぼ決定をみたのは同年 10月18日の民事局

租税著作成になる「概略手続Jにおいてで、あったことは，すでに前稿で明ら

かにしたとおりであるo I帰国法Jの基本方針をひとまず策定したこの「概

略手続Jのなかで，耕地分与に直接関連するものはつぎの 3カ条で、あった。

一 士族卒江田方御分与之義者村位田位之高下ニ随ひ出穀高之内街収納丈

ケ差i徐き其余作得米是迄之御給禄高江松当致し候様御嵩渡被仰付侯様

但 作得米御給禄江相当致侯様御割渡被仰村侯罰も村所遠近地所善悪
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も有之義ニ付役禄之高下を不論欄耳元を以分賦被仰付侯様

前件田方御分与被仰付候得者小作人共是迄之地頭ュ離れ新ニ士族卒江

栴麗し侯ェ付先地頭江不義理号事無之様猶文士族卒ニ者小作人共耕作歌世

話成丈ヶ取尽可申候得共先地頭之者へ不行跡之義も可有之ニ付夫喰借付

等之義役向ニ布入念取扱致し候様被仰付候様

ヲi越士族王手江高反73IJニr.忘し屋敷地井裏畑共御言宗j渡被仰付候様

但 村々明屋敷及生畑之分者御買入荒地空地之分者屋敷成之上御渡被

仰付候様

おわりの 2カ条は後段であらためて取り上げることとし，ここでさしあた

っ '-1こに沼、をうながしておきたいのは前稿でも紹介した最初の 1条であるO す

なわち、そこでは士族に対する分与耕地面積算定の基準と耕地の配分方法が

明示されており， (1)分与耕地語積はその分与地からの「作得米J (収麓高か

ら寅租を控除した部分〕が家禄とほぼ一致するように士族の家禄の多寡に応

じてこれを決定し， (2)分与地の所在地は役禄の高下によって区別せず同列に

抽畿でこれを決定することとしている。 I概略手続Jにおける耕地分与につ

いての規程はこれのみであり，たとえば，耕地分与の対象となるのは士族・

卒全員かそれともその一部かといった点はまだ明確にされていない。

ところで，前稿でみたように，地主からの耕地買収方針は「概略手続Jに

よって確定したわけで‘はなく， I帰罰法」実施発表直後からの地主・農民の

あいつぐ分地許可顕・質土色請毘し願に直面して藩当局は当初の耕地買収方針

の;再検討の必要に迫られ，間もなく地主・農民に部分的に譲歩する形で方針

を修正するにいたったので、あり，それは葎がはじめに予定していたと忠われ

る買収耕地面積を減少させる結果をもたらすにいたった。士族十こ対する耕地

分与方針は，少くとも配分耕地面積算定基準にかんするかぎり，地主からの

買収耕地面積に制約されざるをえず，したがって，地主・農民への部分的譲

歩を内容とする如上の耕地買収方針の修正は，当然， I概略手続Jに盛られ

た耕地分与方針にも改訂を要請することとなる。つまり前稿で明らかにした

耕地買収方針の修正過程は同時に耕地分与方針の修正過程ともなってあらわ
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れざるをえなかったので、あった。

「概略手続J作成後， 10月〈日欠)，租税務は耕地配分基準にかんし再度

つぎの伺を藩庁に提出した。

御寅入国娼士族卒江御分与之義村位田位之高下ニ随ひ作得米御給禄江相当

致{侯様御割渡之義評議申上御開崩被イip付侯得共段々取調ニ向候処御給禄高

三百五拾催日下捻俵ニ三百迄数十等之段取在細御割渡ニ部者敢調方手数者申

迄も無御座村吏実地ニ舟反別逸々分裂も難相成{民間御改正減禄等級ニ疑ひ

左之通

御給禄高

弐E子俵己上

此反別六町歩 (中村中田之見込ニ部

分うた六拾石

偲村位田位之高下ニ随ひ反別増減有之事

右同

百五拾俵日上

向四回了五反歩 右向

分米四拾五石

百俵巴上

同三時歩 右間

分米三拾石

八拾俵己上

開弐町田反歩 右問

分?に弐拾西石

六拾俵己上

此反l}IJ老町八反歩 (中村中田之見込

分米拾八石

田拾俵日上

向壱町弐反歩 右悶
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分米拾弐石

三拾接巴上

向九反歩 右問

分米九石

弐拾俵巴上

向六反歩 右同

分米六石

拾五俵己上

向田反五競歩 右問

分米四石五斗

右之通九等級被差立栂分賦可被仰付候哉

尤拾五俵己下之族も追部調評定之口ニ市御分賦被{rp付侯ハ L左之通可被仰

付侯哉

拾五俵以下一軒

拾三俵宛

此反前三反九畝歩

分米三石九斗

右之通可被仰付哉此段申上侯以上

この租税署の新たな耕地配分案の骨子ないし特徴はつぎの三点に集約され

よう。 (1)家禄相当の「作得米jを配分耕地面積算定基準とした「概略手続J

の方針を改め，その基準を「分米Jに求めていること。 (2)耕地は家禄100俵

につき分米30石〈中村中間として 3町歩〉の割合で3年6月決定の禄高等

級に応じてこれを分与すること。文中「御給禄高三百五拾懐己下拾俵ニ

数十寄与:之段取巨細御割渡ニ部者取調方手数者申迄も無Jく，とあるが， 200 

俵より 15接までの家禄9等級は既定のものであるから，ここで等級「数十

等」とは賞典禄，勤料をふくめた場合の禄高の差等を指し-n、ると考えられ

る。したがって，家禄9等級に応じたここでの耕地配分方針は， r概略手続J
においては禄高に賞典禄等をふくめるか苔か竣味であったのに対し，賞典禄
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等は除き本来の家禄のみを基準にすることを明確にしたものといえよう。

(3)耕地分与はさしあたり家禄 15俵以上の士族・卒を対象とすること。 ただ

し15俵以下についても場合により耕地を分与するとすれば，一率に家禄 13

俵とみなし同様の算定基準にしたがし、分米3右 9斗の耕地(中村中間として

3反9畝〉を支給すること。

それでほ，配分耕地面積だけについて，この耕地配分案と「概略手続Jの

それとを比較してみれば、，どうなるであろうか。分与耕地からの「作得米J

が家禄と等しくなるように家持の多寡に拓、じて耕地面積を算定しこれを分与

する，という「概略手続Jの方針を，いま，家禄 100俵の士族の場合にあて

はめて，その分与耕地開積を仮に計算してみれば，つぎのようになる。家禄

100俵は俵 4斗として 40石。中村中田の推定反当収穫高は 1石5斗で， 6公

4民の定免1Jj!Jを前提とした場合中村中田の反当分米 1石から徴収される貢米

は6斗となるから，中村中田反当「作得米Jはこの差額9斗となる。したが

って， I作得米J40石の田地は 4可4反4敵ということiこなり，これが家禄

100俵の士族に分与される中村中間の場合の耕地(白地〕面積であるO もち

ろん，これは正礁な数字とはいえなし、。たとえば，反当収謹高 1石5斗は当

時としてはやや過大な数字といえる。しかし，反当収穫高をより少く見積れ

ば，それだけ「作得米Jは小となり，またそれだけ分与耕地面積は大となる

はずであって 4田了4反4畝という面積それ自体は決して過大であるとはい

えないであろう。とすれば，租税署の上掲の新たな耕地配分察が， I概略手

続」のそれより士族への分与耕地面積が小となるように耕地配分基準を修正

したものであったことは，ほぽ明らかであるといってよし、。前者の基準にし

たがえば配分耕地面積は家禄 100俵の士族の場合中村中間 3町歩で、あって，

後者より 1町4皮 4畝減となっているのである。

とすれしぼ，こうした耕地分与方針の変化は一体いかなる王車由によるもの

か。これは，いうまでもなく，この伺が出された時期に藩が当初の耕地買収

方針を地主・農民に部分的に譲歩する形で修正せざるをえなくなっていたこ

とによるものであるO つまり， I概略手続Jの耕地買収方針を，結果におい
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~JR耕地面積が減ずる内容のものに修正ぜざるをえない事態に当面した時，

藩当局は，耕地分与方針についても，分与耕地面積を減少させる内容のもの♂

に耕地配分基準を改訂せざるをえない立場に立たされるにいたったことを，

この租税署の新たな耕地配分案は意、味しているのである。

しかし，この耕地配分案もけっして最終的なものとなりえなかった。耕地

分与方針は，耕地買収方針が決定をみ，それにもとづいて耕地の買収が完了

い一定面積の耕地を藩が確保した上で、はじめて最終的に確定しうる性笠のA

ものだからである。上掲の租税署の何に対する藩庁の指令は

本文仮規則先ツ御開揺之部ニ候得共追而調済迄見合之事

であり，これはこの間の事'請をよく物語っている。

耕地分与方針は，それでは，いつ決定をみ，それはどのような内容のもの

であったか。その点の検討に移る前に，方針確定にいたるまでのその後の経

過をかんたんに跡づ、けてみよう。

藩の耕地買収方針がほぼ決定をみたのは3年間 10月末で、あったが， たと

えば，所定の年齢に達した者にかぎり面積に制限を付して分地を許可する旨

の布告が出されたのが 11月であるように， 11月中にはまだどの程度の面積

の耕地を買収しうるかは藩としても最終的に確定しえなかったと思われる。

また， 11月は，地主・農民からの分地許可顕，質地請戻し願を個別的に検討

しそれをどう処理するか，とL、った問題を藩当局がなおかかえていた時期で、

もあった。しかし，翌12月258，藩がで記のような「帰国法」実施の申諜

を中央政府に対して行った時には， r帰国法J実施の最終的な見通しがすで
についていたと考えられるから， 2，945町歩余の白畑の確保もこの時点では

決定さどみていたものとしてよかろう。

従前弘前表住居仕来侯処，追々被仰出鉄御趣意、ニ対し，頗る

不体裁之儀ニ愚考仕候。加之士族卒減持之末，自然家計立兼候而言者，御趣

意;之本体を妨，全く貫撤ニ至兼侯様奉存(候。随荷，管池之内，便宜ニ槌ひ

夫々碁布土着為致，住々力食之基本をも穏立させ度趣意を以，富豪有余之

白姻買上ゲ，多少授産，銘々生業栢励ぜ度奉存候。
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猶又，農家人員相増侯上ハ，開墾号事も行届，只管地力を鼠し侯様致度奉存

候間， 不苦儀ニ御座候ハバ，此宣告より取運び連々土着為致度， 此段奉向

候。以上。

庚午十二月二十五日

弘前議知事 軽承昭

弁宮御中

これに対し，政府は，翌4年 1月25a， r伺之通Jと指令，これを許可を
した。

これ以後数カ月間の「帰国法Jにかんする具体的方針の -策定過程の

詳細は不明である。一定面積の耕地を確保しえたこの段階では，耕地買収方

針策定の場合とは異なり，対地主・農民の問題は解消していたはずで、あるか

ら耕地配分にかんする技術上の問題がそこでの主たる審議の対象となってい

たであろう。そして，その過程で，租税署を中心に耕地分与にかんする具体

的方針が練り上げられていったものと思われる。たとえば 1月27a租税
饗は耕地分与に関連し， (1)分与耕地の士族双方の申合せによる交換，および

農民所持地との交換を許可し，また(2)従前の土着士族については，そのまま

その居住村所における岩住を承認すること，などを取り決め，藩庁に伺を出

している。さらに時期はやや下るが，同じく租税署は 4月15a ，つぎの
ような伺を提出し，藩庁はこれを裁可している。

租税箸

御買入畑方之内上野下野銀納畑之儀者兎角小切之毛勝に而地味格別甲乙有

殊ニ近傍御賀入国方不足ュ付組合ぜ分斌茂招成兼割合高より主義除尚又物成

畑之内ニも些少之地面に部割入難相成差掠候分共御不用ニ相成侯間持主江

御返可被{印付哉此段奉f言j侯以上

四月十五a
これにより，地主から貿収された焔土むの一部は，旧地主に返却されること

になった。

ともかく，このようにして，明治4年 1月の中央政府の「帰間法J実施許
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可後約3カ月の聞をおいてはじめて耕地分与方針は決定をみることとなっ

た。同年4月22日布達の「田方御分賦井在着規民もがそれである。

知議事および大参事の「告諭Jならびに「演説」とともに布達されたこの

「規則jは全18カ条，大別して(イ)耕地の分与対象および耕地・屋敷地配分

方法にかんする規程(第 1~7 ・ 12 ・ 14条) Cロ)耕地分与・農村移住後の給

禄，諮負担および勤仕にかんする規震(第 9 ・ 11 ・ 13 ・ 16~18条) ，村耕地

分与後の小作料および小作人の敢扱いにかんする規程(第8・9・15条)， 

付その他(第10条〕より成っている(ただし第9条は(ロ)村両方に関係して

いる〉。

このうち，行論上ざしあたって必要なのはげ)であるが，そこでの重要な規

程を摘記すれば，つぎのとおりである (カツコ内のアラピヤ数字は「規郊J全条

に付した遜し番号。以下向様。〕

(1)ー，土族卒御給禄拾五俵以上高ニt志し田方御分賦被申付候之事

(2)一，御分賦田方反畝配賦之儀者分米高を本とし御給禄百俵に付分米弐拾四

石積を以反別分割被申付候事

但小切之田方配賦之儀ニ付多少分米之過不並ニ凶位ニ寄反iJlJ増減可有

之事

(紛一，反別観合之儀者此節調中ニ付地面検査之上水帳相渡可申事

仏)一，地元割当村所之儀者闘抜之上御分賦申付候事

(7)一，献田及御畏上ニ柏成候面々御給禄高ニ応し右田方御分賦之上在着願出

{戻分者御差許被申付侯事

但御給禄ニ応、し半高以上御買上之分者不足丈手寄村所ニ市御割渡被Eド

付半高未満之部言者御採用不相成i'民事

このうち， (4)は「概略手続!中にすでに盛られていた，分与耕地の所在地

決定l主抽畿で行うという方針をそのまま生かし，それを明文化したものであ

り， (7)は従前開翠等により私的土地所有を認められ門誌罰法J実施にあたり

その所有地を藩に引き掲げられた士族に対する耕地の配分方法を規定したも

のである。注意、を要するのは最初の 2カ条である。
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すなわち，まず第一に，耕地分与の対象は家禄15接以上の士族・卒と規

定された。さきの租税署伺における耕地割分案では家禄 15俵以下の

卒に対しでも耕地が分与される場合があることを前提にその耕地配分基準が

策定されていたのであるが，この「規則Jでは家禄 15俵以下はまったく対

象からはずされているO これは，当初の耕地買収方針を修正した最終的な買

収方針にもとづいて藩の手に帰した耕地面積では家禄 15接以下の者に対し

ては耕地を分与する余裕がなくなったことにもとづく方針の変化とみること

ができる。同じ事情は耕地配分基準にも影響をあたえずにはおかなかった。

すなわち，第二に，耕地は分米を基準に家禄100俵につき分米24石の割合

で家持高に応じて配分することとされ，前記租税署伺(修正案〉の場合より

100俵にゥき分米6石の減少となっている。つまり， r概略手続」→修正案

→「田方銅分賦弁在着規則Jの過程で，配分耕地面積は，中村中田の場合で

家禄 100俵につき 4町4反4畝→3町→2反 4敵と削減されているのであ

る。耕地買収方針の変化による買収耕地面積の減少に規定された耕地分与方

針(耕地記分基準〉変化の跡を，ここにはっきり見出すことができょう。さ

しあたって住意を喚起しておきたいのはこの点である。最終的決定をみた家

禄 100俵につき中村中田 211!J4反歩〈中村下回一分米8斗ーでは3町歩〉と

いう耕地配分基準が家禄 15俵以上の士族・卒全員にとってどのような経済

的意味をもつものであったか，は後段でおいおい明らかにされるはずであ

る。なお，第2条に「御給禄百接Jとしづ場合，その「給禄」に賞典禄等を

ふくむものかどうかは条文からは明らかでないが，後段でみるように，耕地

は賞奥様等をふくむ実際の支給禄高に応じて配分されている。したがって，

この「規則jにおいては，この点についても前記租税著作成の耕地配分案が

再度修正されたものとみなければならない。

つぎに，行論の便宜上，さきに(吋として一括した条項のなかの重要な規定

をあげておけばつぎのこつである。一つは， r在着致侯共御給禄之儀ノ、是迄

之通被下Jるとしていること(第9条〉。その場合家禄は「最寄倉康渡」し

であった〈第13条〕。いま一つは， ra方之義ハ給禄と相替物成ハ勿論地方
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一切之諸役農家並合相勤可申事Jとされている点で，ただその場合「犬役等

直勤相成兼候分ノ、時々振合之通麗銭ニ而差出Jすことが許されており，また

戸割人割人別割等之諸公事Jは免除されている(第 11条〉。このうち，とく

に第一の規定は，家禄の代りに耕地を分与された他藩の「帰回法」に対する

弘前藩のそれの特殊性を示すもので，弘前藩の「帰国法Jの性格を論ずるに

あたって当然L、ま一堂取り上げなければならぬ重要な規定であるが，ここで

はその重要性をたんに指摘するだけにとどめておきたし、。

以上，主として耕地配分基準の変化に着Eしながら，耕地分与方針の決定

過程を跡づけてきた。しかし，耕地分与方針決定過程の検討は，もちろん，

これで、尽きれているわけで、はなL、。弘前藩「帰図法」の維新の土地変革過程

に点める位置と投書lは，この耕地分与によって創出された士族の土地所有の

内容の解明宅どまってはじめて問題にしうるはずだから，たんに配分耕地面積

だけでなく，この土地所有の内容にかかわる耕地分与方針の決定過程が，あ

らためて検討される必要があるのである。そして，そこでは，耕地分与方針

の決定過程で， I日審時代に成立していた地主・小作関係が藩によってどのよ

うに処理され，士族の土地所有がそれとどのような関係に立つもので、あった

かが明らかにされねばならなし、。なぜなら，後述のように，士族への分与耕

地の大半は小作地であったと推定されるからである。

以下，節をあらためてこの点の検討に移ろう。

1) r田畑御貿入一件留 三J (弘前市立図書鐙蔵。以下の基礎史料もとくに新らな
いかぎりすべて同館所蔵のものである〉

2) 向上

3) この試算例については官官掲拙稿 P.124をも参照されたい0

4) 1悶焔御寅入一件留三」

5) u"津較歴代記類ul下〔みちのく双書第8集)P P. 367~8 

6) 明治 3 年11月 18 日の機構改革により民事局は~lとされ，租税饗は漆庁の一分譲と

なった。

7) 1拐治四年卒未年諸菓底簿従正月サ良 港庁J(以下 1言者哀底簿J明治4

年1月初日以降，というように略記する〕

S) 1諸葉底簿j明治4年4月21臼迄
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9) l'諸棄底簿J~防省 4 年 4 月22 El以降，および『青森県丸i 第 3 巻 p P .859~862. 

ただし丙者ーには字句に若手相違がある。以下の引用は前者に拠っている。なおこ

の「土定員IjJは前掲『津軽歴代記類J]p P .373~4 にも掲載されているが，それには

条項の多くが説務している。また，これによると「規則J末尾に「未二月Jとあり，

布達年月は明治4年2月であるかのようであるが，前掲「諸薬底簿」壬月22日の条

に「向日十五俵以上土族卒出庁許見被中付侯 御告記好演説議在着規則共友之通J

とありl'規員IjJ末尾の年月も「未四月」とあって，桂月22日であることは間違い

ない。この点『津軽承照公伝J]P .300の記述は正しい。

10) さしあたり丹羽邦男『明治維新の土地変革J]P P. 34~36参照

11) すでに明らかなとおり，耕地分与の対象となったのは家禄 15俵以上の「士族」

と「卒」である。したがって，以下でも記述を簡略にするためたんに士族とだけ記

す場合もあるが，これには卒の一部も含まれているものと解していただきたし、。

2. 耕地分与方針の決定過程(その2)

罰法Jが士族の「帰田J (または「帰農J)をB的とするもので、あっ

た以上，耕地分与はその分与地の所在村またはその近傍の村への士族の移住

と本来不可分のものであった。したがって，すでに早く藩当局は「概略手

続Jにおいて，前出のとおり，耕地分与と同時に「畳敷地井裏畑J~分与す

る方針をたてている。 I田方御分賦弁在着競員IjJおいて，この点はで記のよ

うにさらに明確に規定された。

(5)一，御割渡麗敷地居下物成之儀ハ並令之通上納可致事

屋敷地割合在ニ

百五拾俵己上 壱反五散歩宛

自拾俵巴上 壱反歩宛

拾五俵巴上 六畝弐拾歩宛

但壱反歩之内田畝歩者屋敷六畝歩者裡畑之釣合ニ市割合{候事余者準之

(6)一，屋敷地之儀ノサl鵡順次を以相当之分ハ望之場所街]器渡之事

ところで，農村移住後分与耕地は士族によってどう利用さるべきものであ

ったろうか。前記の女n落事から中央政府に対する「帰回法J実施侍の一節に

「管地之内，便宜ニ随ひ夫々碁布土着為致，往々力食之基本をも相立させ度
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趣意Jとあることから推察すれば，藩当局のねらいの中心は，耕地を分与し

士族を農耕に従事させること〈士族の「自作農J化〉にあったと考えられな

くはなL、。当初の耕地配分方法において「作得米Jが配分耕地菌積算定基準

となっていたことも，こうした想定を可能ならしめる。しかし，旧地主または

出土着士族の手作り地であればともかく，分与耕地が小作地で、あった場合に

は，分与耕地の士族による直作は，従前の小作人の耕作権と抵触するはずで

ある。藩が確保した耕地2，945町2反歩余中小作地がどの程度の部合を占め

ていたかは現在のところ不明である。ただ，この耕地面積中 20回J3反歩

は「組係官回jであり， I日土着士族104名(卒8名を含む〉より引き揚げ、た

部分は田地 140町7反問地 13町3反，合計 154町歩にすぎず，ほかに社寺

院より引き揚げた部分がふくまれているにしても，大部分は在方および町方

の地主から買収ないし献納せしめた耕地で、あったとみてよく，しかも，それ

らは団地 10町歩以上(田畑 15町歩以上〉地主のいわゆる「余田Jであるか

ら，その大半は小作地で、あったとみて間違いなL、。とすれば，当然，分与耕

地における小作人の耕作権が「帰田法」においてどう取り扱われたかは，検

討を要する主要な問題となるはずでトある。

さて，地主からの買収〈献納〉耕地が小作地〈史料上の表現にしたがえば

「作人附J)であった場合，耕地分与後小作人の耕作権を奪い，それを士族

に直作させることを当初から藩が企図していなか「たことは 3年10月木造
-・@・ e

村における「帰由法J実施の「告諭Jの際の組税掛大麗「演説jの一節に

一，御質上田方是迄作人間之分ハ従前之通無提念耕作いたし決而動揺ケ間

敷義無ネ様村役弁士山頭共ニ市能々懇切相論し不都合無之様可申付侯芸評

とあることによって明らかである。前文に「士族主宇井社寺院其外とも取持田

方御買入之義ニ付左之通御布令被1fp付侯様Jとある 10月(日欠。ただし木

造村におげる「告諭」以後〉租税署作成の布告案の 1条にも

一歩御買入回畑従来作人附之分者是迄之通無疑念出作致し候様

とあり，また同一内容の条項は同月〈日欠〉作成の支藩黒石領内への布告案

にもみえる。
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「概略手続Jにおいては小作地・小作人にかんするさらに立ち入った取扱

い方針が策定されている。前節にかかげた 3カ条中の 1条がそれで、ある。

すなわち，そこではき耕地分与後小作人は「是迄之地頭ニ離れ新ニ士族卒

江相属」すこととされ，それを前提に，藩は，小作人が耕地分与後士族を新

たに地主として従来どおり耕作に出精することを要望しつつも，なによりも

まず小作人が!日地主から離れるにあたり「不義理J I不行跡Jが生じないよ

う村役人等で十全の処置をとるべきことを要請しているのである。「不義理j

f不行跡」の意味は必ずしも明らかでないが，おそらく小作料の滞納などを

指すものであろう。 I夫喰(米)J (備荒貯蓄米〉の貸付はこのことに関係

していると る。

しかし如上の方針にもかかわらず，その趣旨が徹鹿しなかったためか，

前稿ですでに明らかにしたとおり， I帰国法J実施の布告は小作人の間に動

揺を引きおこし，そのため藩は 11月あらためて小作人が「難渋」に陥ち入

らぬよう耕作権の保護など，あらゆる措置を講ずることを確約しその旨布達

せざるをえなかった。そして同時に，村役人に対し，村内の小作地中の被買

収面積および地主・小作人名を調査書上げの上提出すべきことを命じたので

ある。念のため{別紙J記載例を示せばつぎのとおりであるO

覚

出方何程 高無し何村誰

但 何村誰J借地当作侯処此度何程御質上ニ相成侯訳註縮

又ハ当作罷在侯内不残御買上ニ相成侯訳云々

畑方向断

右者当村高無当作之者借地之内御買上田畑之訳柄明察取調之表前議之通間

違無御座侯巴上

日川十

何村

@
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買収耕地に付属する小作人に対し耕作権の保護を再度確約し同時に買収耕

地中の小作地調査に着手したこの 11月には，さらに耕地分与後の小作地の

耕作および小作料収受方法等について重要な方針が決定されている。すなわ

ち，同月租税署は下記の何を提出し，藩庁はこれを裁可した。

租税

今般御買上田畑追高士族主字江御分賦之上連々在方江移住之御都合ニ候得共

差向小作人共取世話向ヲ!受之廉無之侯稿者彼是不都合之儀茂出来可申哉ニ

泰存君侯間在方J御買上之分者旧地頭共に而諸事引受耕作方取世話可被{rp

付尚又士族主字社寺院町家持御寅入之分者IB:Et包顕に而取扱之儀不便之廉可有

之侯筒右等之義者其村々重立共之内人柄及分限精農之上前向断取扱被イ:rp付

可然奉存候左ニ侯ハ L右扱之者共江立増米之内J壱俵ニ付弐升宛扱;fr被下
寵侯ハ双方便宜ニ可有之{民間夫々可申付王手存侯叙!開届被仰付度此段申上侯

十一月

前条申出之通被仰付{侯哉

民事掛

少参

これにより，小作地を分与された士一族の便宜を図るため，在方地主より買

収した小作地についてはIB地主に，町方地主等より買収した部分については

その所在村の上層農民(地主〉から厳選した者に，それぞれ分与小作地の小

作人による耕作その他諸事万端の世話を引き受けさせ，その代償として士族

が取得する地主作徳米(立増米〉の5%を彼等に支給する，とし、う方針が新

たに決定をみるにいたった。これは，士族が一般に小作人の取扱いや小作料

収受方法などについてほとんど‘無知で、あったことから必要とされた措置とい

えようが，このことは同時に，士族による分与地の小作地としての利用が，

既成の地主的土地所有のもとでの村落秩序・小作横行に全面的に依拠するこ

とによってはじめて可能で、あったことを意味するものであった。

以上，耕地分与方針確定以前に策定された小作地・小作人に対する藩の敢

扱い方針の内容を検討したが，それでは， r田方御分賦弁在着規則」におい
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てそれは最終的にどう規定されたか。必要条項を示せばつぎのとおりであ

る。

(8)一，地元御分賦招成候上者銘々在着之上菌作井f乍人附勝手ニ任セf民事

但作人間ハ回出;増米被下{民事

(9)ー，在着致{民共御給禄之儀ハ是迄之通被下移住無之内ハ回出土器米不被下寵

侠事

国方直{乍不相成{渓族ハ大作人へ担任セ回出増米之儀ハ其組村振令之通~5)ー，

答

事
・
之

之
・
合

止
・
引

松岡・放
・
節

取
・
之

人
・
人

事
・
作
・
見

き
・
故
・
検

へ
・
無
・
御

る

・

但

開

た・

第一に，分与耕地を直作するか，小作人に貸付け小作料を取得するか，は

しかし，分与耕地が小作地である場合には理由なく小士族の自由とされた。

作人を排除して自作地とすることは禁じられているO

または自作文!J，であったものを新たに

小作地として貸付ける場合，土族の地主作徳米(回出;増米〉の取得は農村移

第二に，分与耕地が小作地であるか，

したがって，耕地を分与されても農村移住前は住後においてのみ許される。

それは士族の私有地としての意味をもたないわけで、ある。後設でも取り上げ

る 4 年 7 月布達の「士族卒在着之儀ユ付兼々相違~民規期箇条柏漏侯条々 j は

その 1条に「ー，臨抜柏済分賦場所相定侯共引越無之内ノ、総官回同様差心得

可申毒事」とこの点を明確に規定している。

，士族が農村移住後分与地を小作地として利用する場合，小作料額

や小作料収受方法などは居村の慣行に従わなければならなし、。第15条の「大

作人Jとは前出の小作地の世話を引き受けるべきものとされた旧在方地主な

いし村落上層農民を指すものであろう。なお，この

「規則j とほぼ同時に布達されたと推定できる「条目Jの第1条に「ー，

族卒在住之族ノサリ而操行を正し民間之情態を探察し近隣を親ミ尤小作人を憐

この点に関連し，

回出土議米先納申付開敷事Jとまた第8条に「ー，可申儀肝要之事Jとあり，
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あることを付記しておこう。

以上から明らかなように，農村移住後においてのみ地主作籍、米の取得を許

可している点をのぞけば，この「規則Jと当初の方針との間には小作地・小

作人の取扱いにかんするかぎり本質的変化はなL、。買収小作地の小作人の耕

作権を保護し従前の小作境行を尊重する藩の態度は一貫して変わっていない

のである。しかし l'滞留法J全体の内容からみれば，この「競則Jには見

逃すことのできない大きな変化が生じている。

すなわち，この「規則Jでは，士族を「土着為致，往々力食之基本をも相

立させJるといった， r帰国法J着手当初のねらいが不明確となっているの

で、ある。つまり，分与耕地が小作地でない場合でも士族によるその直作は義

務づけられていないばかりか， r規則」には分与耕地をてと族が草作する場合

の手続き上の規定はまったくなく，逆にそれを小作地として貸付け地主作徳

米を取得する場合についての手続きのみが詳細に規定さているのである。と

いうことは，この「規則」において「帰回法」の重点が士族の「自作農J化

から「地主」化に移動していることを物語る。 これは，前述の小作地調査

によって買収耕地の大半が小作地(r作人的J)であることが最終的に判明

した結果，小作人の耕作権の保護を前提とする以上，大部分の士族にとって

分与耕地の誼作が不可能であることが明らかとなったことによる方針変化と

みなしてよいのではなかろうか。

したがって，この点に着自しつつ，これまでの検討で明らかとなつ

な総括し，結論的に要約すれば，こうなるであろう。

団法Jにおいて，当初土族による分与耕地の直作〈士族の「自作

化〕を基本的なねらいとしていながらも，小作人の耕作権を奪ってまで

それを強行しようとはしていなかった。このことは， r帰国法Jの成功を期

すためには，小作人の激しい抵抗をひきおこすおそれのあるこうした措置

は，はじめから問題となりえなかったことを意味している。したがって分与

耕地が小作地である場合士族の「帰国Jは即士族の「地主」化を意、味してい

た。しかも，買収耕地の大半は小作地であったと推定しうるから，大部分の
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とって「帰ffiJはそうした意味をもってし、たと考えられ，小作地調査

後最終的に決定をみた耕地分与方針においては，もはや分与耕地の士族によ

る直作は副次的意味しかもたなくなっていた。かくて，士族の分与耕地から

の地主作徳米取得は農村移住後においてのみ許されるという規定をも考患に

入れるとき， 1"四方御分賦弁在着規則」策定時点の弘前落の「帰国法!の基

調は，家禄 15俵以上の士族に地主からの買収耕地を分与し，既成の地主的

土地所有のもとでの小作境行・村落秩序に全面的に依存しこれを利用しつつ

彼等をいわば「在村地主」たらしめること，約言すれば士族の「在村地主J

化にあったとみることができょう。

しかしここで士族の「在村地主J化とし、う場合の「地主Jとは，たんに

地主作徳、米取得者の意味であって，ここではまだ，この「地主Jの実体は明

らかにされているわけで、はなL、。また，この時点の「帰、国法Jの基調は不変

のものであったわけではなく，したがって，士族の「在村地主J化が「帰凶

法」の結果として実現をみているわけで、もないのである。これらは，次第で

検討されるが，その前に， I田方僻分賦井在着規則」布達後数カ月間の「

帰国法Jの実施経過をみておく必要がある。

「規呉IJJ第 3条によれば耕地の配分は「地面調査Jの上後日あらため

て行うこととされていたが，これは約 1カ月後の 5月24臼まず家禄40俵以

上の士族について行われた。すなわち，向日家禄40接以上の士族を藩庁に

招集し所定の方針にしたがし、抽畿を行わせ分与耕地を決定している。家禄

40俵以下 15俵以上の残りの士族については5月28日に同様の方法で、行って

いる。耕地分与の証たる「水帳jは6月22Bから 28日の間に交付された。

これに関連し 「在方布令Jにおいて藩は「水帳J交付後士族が分与耕地・

屋敷地の下検分に所在村へ出向いた擦の村役人の心得として， (1)村役人が案

内し「不作法之儀無之様」にすること， (2)士族の下検分は「私用Jであるか

ら践いや人馬の提供は不要のこと， (3)遠地の村では宿泊の便宜念与えるこ

と，の 3点を指示している。

7月12日には「士族卒在着之犠ニ付兼々相達侯規則笹条相j属候条々J(全
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11カ条〕が布達された。これには前出の，農村移住前の分与耕地は「官ffij

とみなすという規定(第5条〉のように，前記「規則」では不明確に七、あった

点を明確にした条項もふくれているのでこれらは消略することとし，新たな

追加規定のなかで重要なものをあげればつぎの二つである。

士族同士双方勝手ニ寄分賦高相当之分繰替弁士族同士ニ無之

侯トモ分賦高ニ相叶候分繰替移住願出候ハ"n今味之上差許可申事J(第6条)

と規定し分与耕地の士族向土の交換および農民保有地との交換を滋認して

いることである。これは，前節で示した 4年 1月27自の租税署伺が裁可さ

れ明文化されたものでるる。

耕地分与にともなう士族の農村移住にかんし移住資金，家作用

木材および家財運搬用人馬等の支給を具体的に規定していることである。

(第11条〉行論の便宜上，家様等級別のこれらの支給額を表示すれば第1表

のとおりである。

等
級 家禄[手当l材木l柾(木舞 I(会族15l馬

F号 石 枚 ヰこ 人 区

150侠以上 185 203 46，800 1，570 2 14 

2 80俵以上 135 155 34，700 1，200 2 12 

3 40俵以上 90 93 27，400 900 2 11 

生 15俵以上 60 68 20，200 706 {望 2 {士2手族 10 6 1 
一一一

この規定;工 6月会計局において立案され藩庁の裁可を経て策'走されたも

のであるが，その際の会計結の藩庁に対する何の一節に[士族卒在住之儀ニ

付御手当被下方ヨリ材木柾木舞等迄御世話向之犠ニ付段々御評議も御座侯間

被下方之割合格当可否於局中評議も申上候得共……即今金詰り右様之大金五I

差昔日之目途も無御座当惑之事ニ御座候得共不外事件ニ付其時々寵機之差配も

可申J二先被下向ハ大都左之通Jとあるように，ここ した移住資金等の

支給は十分な財政上の裏付けがあってのものではなかった。たとえば，移住
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資金(r手当J)だけでも，この規定どおり支給するとすれば総額 191，705 
両となり，当時の窮迫しつつあった藩財政のもとではかなり困難をともなう

ものであったであろうことは想像に難くないのである。しかし，とにかくこ

の時点で藩が「其時々臨機之差記Jをもって財源を稔出しつつ所定の移住

資金，家作用材等を士族に支給し，もってその農村移住・土着化を実現させ

ようとしていたことは，確認しておく必要がある。

さて，以上の「田方御分賦弁在着規則J以後「条々」布達までの経過から

みて，この期間に「帰国法Jにかんする手続き上の問題が最終的にほぼ解決

をみていたことが知られよう。つまり，残すはただ所定の移住資金等を支給

し士族の農村移住を促進することだけであったのである。しかし，前記「条

々jを布達して2日後，弘前藩の「帰田法」は新たな重大な局面を迎えるこ

ととなった。蕗藩霊県がそれで、ある。

わ ただ，この「屋敷地芥裏畑Jを分与するにあたり漆がそれをいかにして入手した

か，それともまた， ffi{J奴耕地の一部が「屋敷地」として分与されたものか，はし、ま

のところ不明である。 r弘吉善明治一統誌J(文部省史料館蔵〉の「二と族Z存在若録J
には「御突入国焔調之毒事」の項にffi{収耕地中の畑地50町余について「是ハ援敷地

ニ取入タノレ分也」と記されているが，これはにわかには信用しがたし、。この畑地50

町歩余は，前稿ですでに明らかにしたように，耕地質収に際し不公平が生じないよ

う白地10町歩以上地主のみならず田畑 15町歩以上地主からも15町を越える部分を

地主の希望に応じ田畑いずれかで買収するという新たな方針の所産であって，この

方針は屋敷地の分与をあらかじめ前提にしてたてられたものではなかったからであ

る。しかも，この方針で、買収された畑地の一部分は，すで、にみたように，士族へ分

与するには不適当のものとして!日地主へ返却されてさえいるのである。それに，な

によりもまず，下記の方針にもとづいて屋敷地を分与するとすれば， 1811町5反7

畝の土地が必重きであり〈注20参照)，日OIBJ歩余では絶対的に不足である O

2) 後述のように， 4年11月落は畏収耕地中の小作地面積を調査しているので，こ

れれば正確な数字が判拐するはづである。

3) r弘藩明治一統誌(士族卒在着録)Jによる。
4) 1"箔緊底簿J明治3年 10月1B以降。念のためいえば 4年 10月の木造村にお

ける「帰出法J実施の布告についてはこれまで公刊の史料・文献に依拠し務主の

「台言語審」と大参事「演説Jのみが紹介されてきたが，これにはほかに民事潟少参

事「演説Jと，この租税掛大属「演説Jが付属している。この二つの文障には耕地
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買収にあたっての藻当局の強圧的な態度が露わに示されている。そういう意味で，

!日藩主の治療を顕賞する意図を多かれ少かれふくんで編;害された F津軽歴代記類J
F津軽承昭公伝J等にこの二つの「演説」の内容が収録されていないことは，きわ
めて興味深い。その内容はいず、れ別の機会に紹介したいと考えている。

ラ) I田畑御覧入一件留三」

6) 向上

7) 弘前藩の「夫喰米Jの制度についてはさしあたり F青森県租税誌前編J下(み
ちのく双謬第13集)P. 132参照。

8) I田畑御貫入一件留一J

9) I田焔御寅入一件留二J

10) I沼出増米Jには小作米〈貢米+地主作徳米〉を指す場合と地主作徳米のみを指

す場合と二通りの意味があるが cir青森県租税誌前編J上 P.300参照)，ここ

では後者である。

11) Ir青森県史J第3巻 P P. 885~886 

12) Ir津軽膝代記類J下 PP. 376~377 および F青森県史J 第 3 巻 PP . 889~890 ， 

これは農村移住後の士族の心得を指示したもので，後者によれば11カ条から成る。

前者には最後の 1条が欠けてし、る。

13) これよりさき， 4月23・24の両日藩は耕地を買収された地主，士族を藩庁に招

き，酒肴を供し落主家蔵の什宝を与えるなどして彼等に誠意を表している。

14) I弘前務記録姶遺J第6号。日付は『津軽歴代記類Jのそれと違っているが p こ
こでは一応「記録拾遺Jにしたがっておく。

15) 向上

16) Ir津軽承昭公伝J P. 307 

17) Ir青森県史』第3巻 P P. 864~865 

18) 向 上 PP. 885~886. Ir県史』にはこの「条々」は4年7月の攻に毅せられ

ているのみで日付は明らかでないが， Ir津軽歴代記類J下 P.383の4年7月1213

の条に「移住ユ向要用之ヶ条蕎御渡相成侯Jとあり，ここでいう「ケ条書Jとはこ

の「条々jを指するものと思われるから， 12日と推定した。

19) I夜宅一件J

20) 耕地分与の対象となった家禄15僚以上士族は 2，513名，うち 150俵以上 19名，

80俵以上 372名， 40俵以上 355名， 15俵以上 1，767名である。注 1)の屋敷地面積

算定の基礎もこれである。なお，次長告の第2表参照。
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3. 鹿藩置県後の方針変化と士族の土地所有

明治4年7月 14Bの廃藩置県により弘前議は弘前県と改称された。 しか

し，この名称の変更はそのまま藩体制にかわる新たな統治機構としての県治

体制の成立を意味するものではなかった。元熊本藩士野田害者通が弘前燥大参

られたのは9月5日〔着任は 10月21B)であり，廃藩置県にあた

り「是迄之通事務取扱可致事」とされた大参事西館融以下187を首脳部がその

職を解かれたのは同月 13日のことである。 その一部は弘前県出仕を命ぜら

れたが、他は旧落事務掛としてi日藩の残務整理にあたった。その開，七戸，

八戸、黒羽，斗南，館の五県が弘前燥に合併され (9月9日)，間もなく向

月23日野田大参事の建設により県庁は弘前より青森に移され(移転完了は

12月1日)，弘前療は青森県と改められた。しかし，終知事ないし権知事

(→県令・権令〉の発令はまだなく，元大塩審土菱自重塔が福島県権知事か

ら青森県権令に転じたのは 11月2B (着任は 12月四日〉のことである。

つまり， 4年9月以降県政の全権は形式上新任の野聞大参事に帰属していた

が，青森への県庁移転完了・菱田権令着任の 12月以前には藩制にかわる祭

治の組織はまだ確立しておらず， I弘前藩ハ七月ニ廃セラレ，弘前県ヲ笈レ

タノレモ，十一月中マデノ、， P往名ノミニシテ，実際ハ尚，藩治ノ体ヲ存続」し

ていたのである。県大参事の発令・陥落首脳部の解任の 9月まではとくにそ

うであった。廃藩霊県後の「帰田法Jの推移をみるにあたって，あらかじめ

しておく必要があるのはこの点である。

しかし，廃藩寵県がただちに藩体策ljの実質的解出を意味せず，新たな統治

機構として県治体制の確立は廃藩置県の令か‘ら数カ月後のことであったとし

ても，その問，藩体制が廃藩置県前の実体をそなえてそのまま存続していた

わけではもちろんなし、。廃藩置県直後数カ月間は「旧参事ハ局課ヲ廃合変更

シ，便宜事ヲ処理シタノレモ，元ヨリ仮摂ノ職員ナレバ，怨織ヲ卒ムベキ権利ナ

グ、新事ヲ起スベキ能力ナシ，唯藩事ノ結束ト擁機起生ノ事件ヲ処分スノレニ

止ザ，恰モ頭首ナキ合議体ヲ以テ，旧譲治ヲ維持シタノレ姿Jで、あった。廃藩
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令が統治機構としての藩体制の最終的解体を決定づけたものであるこ

とには変りはなかったのある。したがって，それは「帰回法Jにも重大な影

あたえず、にはおかなかった。

における廃藩誼県の影響は，まず4年 8月2日の規開改訂とな

ってあらわれた。すなわち，向日，県(監正署〕は「士族卒田処分賦之村へ

引越之犠ニ付兼市規則相違侯処追々世運進歩今般既ニ藩ヲ麗シ県ヲ被置鉄道

リ之勢ニ立五リ{決得ハ此上十分世話モ難行届随而規出之内左之通相改鉄条何

レモ時勢柄松弁へ都合次第速ニヲi越候様申付候事Jとして， 改訂規則 11カ

条を布達した。そのうち 10カ条(第L 3~11 条〉は農村移住資金，家作用

支給額および支給方法にかんする改訂であって，その要点は， (1)移住

襲用(I手当J)は貨幣による支給を取り止め米で支給すること， (2)家財運

搬用人馬については現物支給を行わず貨幣で支給すること， (3)家作用材につ

いては全員に無噴で支給せず，希望者に一定価格で払下げ、ること，の三つで

ある。

まず， (1)についてやや立ち入ってみると，前記「条々Jと同じく家禄高に

応じ士族を4等級に区分し，それぞれについて 60俵 (6合摺として籾 100

俵)， 40俵〈同 75俵)， 30俵(同 50俵)， 20俵〈向 30俵〕の米が支給さ

れる(第1条)" ただ， I銘々勝手ニ寄官ニテ相払候上代銀願出侯分ノ、追テ

相払候節ハポ自庭ヲ以渡方申付候事j とされた。いま，当時の弘前地方の米簡

を石 3問とみてこの支給米を貨幣に換算すると，それぞれ72両， 48両，訪

問， 24両となるO 第1表の「手当Jと比較すればただちに明らかなとおり，

この規則改訂によって移住資金は実質上半分以下に削減されたのであった。

(2)の家財運搬用人馬に勺いては，距離に応じ人夫1人につき 1虫 150文，

1匹につき 11忍300文， I本馬J一匹につき 1l!450文の割合で

貨幣が支給される(第3条)0 (3)については「ー，材木柾木舞之儀賦与可致

都合ニ侯処追々行届兼侯間定註段ヲ以行届丈望之族へ払方中付侯事J (第4

条〉と規定された。前者については比較は困難だが，後者については，第4

条の文面から推して，支給が無償でないばかりか，その量も当初の予定より
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削減されていることは明らかである。

いま一つの重要な改訂は第2条のつぎの規定に示される。

一，回出増米之儀当年之犠ハ彼是行届兼{民間先般本日連規則之通局ヨ付侯

明年ョリハ引越有無ニ不拘一統江主主遺{民事

すなわち，分与耕地(小作地〕から士族が地主作徳米を収得できるの

村移住後であり，移住前は分与耕地はなお「官自Jとみなす，というのが廃

藩霊県前の「規則Jに示された藩の基本方針があったが，この規定によって

これは根本的に改訂され，明治4年の地主作徳米について既定の方針にした

がうが 5年以降の分については農村移住のいかんにかかわらず士族は小作

人より収得ーできることとされたのである。

以上が 4年 8月213の規則改訂の主内容である。これにより，第一に，

廃藩置県が既定の農村移住資金等の支給額および支給方法に大巾な改訂を余

犠なくさぜるにし、たった事実を知ることができる。廃藩置察前においても所

定の移住資金等の支給が財政上かなり閤難をともなうものであったことは，

前節で、すでにみたとおりである。しかし，その時点では士族の農村移住を実

現するため，なんらかの方法で財源を稔出し，所定の移住資金等を支給しよ

うと企図していたこともまた事実であった。廃濯置県はなによりもまずこれ

を不可能ならしめたのである。移住資金の大巾な削減・家作用材支給方法の

変化となってそれはあらわれた。この移住資金の大巾削減等は士族の農村移

困難ならしめる一一一少くともそれを渋滞させるはづであるが，あたかも

こうした事態を予想しているかのごとく，第二に，明治ら年以降は農村移住前

でも士族が地主作徳米を取得で、きるものと，当初の方針に根本的改訂が加え

られているのである。もちろん，そう i土L、っても，士族を農村に移し被等の

土着イじを実現しようとする基本方針が放捕されているわけではなし、。しか

し，士族の地主作徳米取得が農村移住後においてのみ許される場合と農村移

住前でも許される場合とでは，士族の農村移住にあたえる影響は決定的に異

なるはづであり，したがって，この改訂規期第2条の規定を「田方御分賦弁

在着規則」第9条の規定と比較するとき，廃簿置i築後，士族の農村移住，そ
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の土着化を促進ぜしめようとする当初の積極的意図がかなり後退している事

実を認めないわけにはいかないのである。

しかし，以上にとどまるものでは廃藩置県後の「帰国法Jの方針変化は，

「在着之なかった。その後さらに注自すべき改訂が加えられた。すなわち，

面々給禄之義手寄倉康ヨリ渡15被申付居候得共不残倉廃ニ市ハ受耳元人難義ニ

モ百]有之侯間J農村移住後の家禄は大庄屋より車接受領しうる道をひらいた

「布令」 ( 8月1313)，土着士族のi日部地はその者の所有としその耕地化お

よび売買譲渡の自由を承認した布告(8月18日〉 9月813 

にいたって「田畑分与ヲ受ケタ/レ者ノ~移住ノ有無ニ拘ラズ，所宥権を有セ

シムノレJ旨の布令が出されたのである。農村移住前の分与耕地は「官田Jと

とL、う廃藩置県前の方針は完全に放輔された。

とつづいた後，

みなす，

この時までに農村移住を申出ていない大半の2カ月後の 11月，さらに，

士族に対しては家財運搬用人潟，家作用材等の払下げを中止する方針が決定

~みるにいたった。すなわち，同月，県の引越御用掛は「士族卒在着之儀エ

四位様御苦慮被為遊御仁'trfIl之思召ヲ以人馬被下方及材木柾木舞萱口等主主

御すム可被申付義先般御布告被申付岩侯処今般藩ヲ廃止県ヲ被置{決時運之体裁

ニ舟候而者連茂右様之締役話回途茂英長被為立定理ニ市御仁術之道無御座侯問

自今人馬被下方及材木諸品御払等御11:被申付侯様Jと上申し，

着いたし侯国々家居売払取段各村江借宅罷宅E~民間々も多分有之趣相関得是等

だた

付

之族ニ宝侯商者殆与方向ヲ失」うことになるので，すでに移住を申出ている

士族中明年まで移住を見合ぜた者43人，木材等をすでに払下げずみの 128 

人をのぞく 831人に対してのみ 4年中 300人移住の見込みですでに仕込み

ずみの材木，柾木舞等を家禄によって格差を設けず人数割で一率に払下げ

ることとしている。 1，782人の士族に対しては，かくこの 831人をのぞく

て，家財運搬用人潟， ~反作用材の払下げは中止となり，家作用材の払下げを

うける士族の場合も，その量は1人当り材木約 40石，柾 1万枚，木舞250

本とされ，前出第1表の割当基準より大巾に減少しているのである。

3年賦支払いの条件を付9月17日，反当り 3両，これよりさき，なお，
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して質収した耕地の代金は， r当秋ヨリ三ヶ年割代金渡方兼テ相違侯へ共年

寄lニテハ比上難渋ノ節モ有之ヘク侯開精々差配ワ当年一時ニJr平均米J菅俵

代金三百自積ヲ以Jr正米渡Jしとすることに改められた;仮に金 1

60匁とすれば 1俵 (4斗) 5両の計算となり，地主は一時に支払いを受け

ることになったとしても，当時の米{砲を石 3両前後とみれば、，実質的にはき

わめて抵価で耕地を買収されたこととなる。 r津軽承昭公伝Jによれば，耕
地買収代金「七万千余問jは「代米二万九十一銭ヲ以テ仕払ヲ了シタjとされ

ているが，これによっても 1俵 3両 2分の計算で、支払われたことになり，当

初の予定よりはるかに低価で買収されたことにはかわりはなL、。ともかし

この点も，耕地分与方鈴の変化とならんで廃藩置県が「帰図法Jにあたえた

影響のーっと Lて控日さるべきである。

さて，以上の検討から， r帰防法Jの基調が廃藩置県を転機として大きく
変化している事実を確認できょう。廃藩置祭前の耕地分与方針では，耕地分

と農村移住とは不可分であり，藩は耕地分与と問時になんらかの方法で財

i原を捻出しつつ移住資金・家作用材等を支給することによって士族の農村移

住を達成しようとしていたのであるが，廃蕃寵県後においては，耕地分与と

その耕地の士族による利用は士族の農村移住をかならずしも前提するもので

はなくなったのである。分与耕地(小作地〕からの地主作徳米収得を農村移

住後においてのみ許可するとLづ当初の方針が，士族が耕地分与後，城下町

弘前に居住のまま「不在地主」となる道をとざし，彼等の農村移住を促すこ

とによって「在村地主Jに転化させようとする企図から出たものとみること

ができるとすれば，農村移住前でも地主作徳米収得を許しさらに農村移住

のいかんにかかわらず分与耕地の士族による私的所有を認めた廃藩置県後の

新たな方針は，耕地分与後士族が「不在地主Jとなることを基本的に容認し

たものといってよし、。そして，移住資金の大巾削減，大半の士族に対する家

財運搬用人馬，家作用材等の支給停止は，士族の「不在地主J化を事実上決

定づけることになったとみてよいのであるo 廃藩置県後 回ノ念，頓

ニ消散シ，移住ヲ遂ゲタノレ者，十中四五ニ過ギザ/レノ勢トナ」ったのもけだ
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し当然であった。これは「廃藩ノ令下リ，公 〈津軽震昭…引用者) ハ去テ東

京ュ移住セラレ，藩職皆罷メラレ，之(農村移住対策…51用者〉ヲ励行ス/レ

モノナキニ歪リタ/レi結果というよりは如上の寵藩置県後の「帰沼法Jの方
針変化からする当然、の帰結とみるべきなのである。そればかりでなく，中央

政府の「帰田法J停止の布告穫後の明治5年3月には，いったん農村に移住

した士族のなかにも「追々在住ヲ引払弘前へ立帰侯者多分有之J状況となっ

てし、る。 1帰国法Jによって耕地を分与された士族の「不在地主」化は，こ

こに決定的となった。

この「帰田法Jの基調の変化は，さきにも述べたように，なによりもまず

麗薄置県が，士族の農村移住を達成するための財政的措置を困難ならしめる

にいたったことに起国している。藩財政はすでに窮乏化していたとはし、え露

藩置県前においては藩はとにかく財政上なんらかの手段で財源を捻出し，士

族の農村移住実現のため所定の移住資金，家作用材等を支給しようとしてい

たのであったが，廃藩農県によって，藩独自でこうした財政的措置を講ずる

ことは，もはや不可能となったので、ある。だが， 1帰田法Jの基調の変化を

この点から説明するだけではなお不十分のように思われる。というのは，こ

うした消極的要因とならんでそこにはいま一つ積極的要因がひそんでいたと

考えられるからである。

すでに明らかにしたとおり，露藩置県はただちに藩体制の実質的解消を意

味せず，廃藩置県の令後数カ月間は， J祭政はな旧藩首脳部の担当するところ

であった。 沼法Jの既定の方針が大巾に修正され，その基調が大きく変

イじするにいたったのは，まさにこの時期においてで、あったので、ある。ところ

で，廃藩置県の令が， 1帰田法J実施の権力機構としての藩体制の解消を決

定づけたものであることにはかわりなく， I日簿首脳部もいずれは県政の中枢

から排除さるべき運命にあったとすれば，中央政府と直結する新任の地方官

による県治体制が確立された場合，実施途中の「帰由法 jは一体どうなる

か。その時， 1帰国法」の中止，場合によっては買収耕地の旧地主への返却

を命ぜられ「帰回法Jが全面的に麗棄されることがありうることを!日藩首脳
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部が予想していたとしても，さして不思議ではなL、。現に 5年 2月政府が

司法J停止の布告を出し，さらに，後述のように， 6年 11丹新任の青森

県権令が「帰国法J立案の中心人物!日藩権大参事函館孤f棄を大蔵省に招換し

田法j提案の意図あることを伝えているのであり，廃藩置県富後彼等が

そうした予想、をたてていたとみてもさして無理ではなかろう。このようにみ

てくれば，廃藩置県直後祭が急、逮「帰回法」の既定の方針に大巾な修正をほ

どこし，耕地分与と農村移住とをひとまず切り離し，農村移住前の分与耕地

からの地主作徳米の取得を士族に許し，さらに分与耕地の私的所有権を土族

に認めることによって，士族の「不在地主J化を容認するにいたったのは，

当時なお一定の枠内においてであれ県政を担当していた旧藩首脳部が，県

治体制確立後中央政府ないしず[任の地方官によって「帰国法Jが中止ないし

廃棄されることを危慌し，事前に，以上の措置によってれ議団法Jの実効を

ひとまず士族にあたえ，同時に，地主からの強制j的耕地買収およびその買訳

耕地の分絵による士族の土地所有を琉成の事実たらしめようとしたものであ

る，とみて大過ないのであるまいか。麗藩寵県を転機とする「帰田法Jの方

針変化には，財政上の問題とともに， I帰間法J推進主体のこうした積極的

意図がふくまれていた，と考えたいのである。

廃藩置県後の「帰国法jの方針変化の内容は，ほぼ以上のとおりである。

それで、は，如上の方針変化は， I帰田法Jの意、義なり性格なりを論ずるに

あたって，どのような意味をもつものであったと考えてよいか。 最後に，

によって寵藩置県後に創出された士族の土地所有の内容との関連

でこの点を検討し，この節のむすびとしたい。

第2表は， I弘藩明治一統誌jの「士族主存在着録Jにある「御分与田方組

分見積石高調Jによって，禄高JJIjの士族数および所定の耕地配分基準にした

がって分与された場合の 1人当りの分米および耕地(白地〉面積を示したも

のである。

この表についてあらかじめ注意をうながしておきたいのはつぎの 3点であ

る。第一は，耕地(問地〉面積は賞典禄等をふくむ実際の支給禄高に応じて
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3年 10月組税事雪作成の耕地配分家における家禄等級にf.t、

じた配分方法と臭っていることである。これは，前述のように「田方御分賦

長雨明治初年弘前漆における「帰田法Jの鍛移と帰結

計算されており，

井在着規則Jにおいて耕地配分基準が再度修正されたことを示している。第

詞じ租税著作成の耕地配分笑では分米から耕地問積を算出するにあた二は，

ここでは中村下沼りー率に中村中沼(分米 1石〉の倒で計算されていたが，

(分米 83.ト〕の面積が示されている点である。この変化がなにに由来するか

おそらく，買収耕地の地位等級が全体として中村必ずしも明らかでないが，

下回に相当することが最終的に判明した結果なされた計算方法の修正て、はな

この表に示さいか，と考えられる。第三は，第二の点から明らかなように，

れた田地面積は実際の分与問地酒積ではないことである。それは，所定の耕

地配分基準から機械的に算出された，分与地全体を中村下回とみた場合の分

禄高別士族数および分与田地面積第2表
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与団地面積であり，実際の分与耕地面積は，したがって，その地位によって

この表の語稜とは若干の相違があるはづである。しかし，士族に分与された

耕地面積がどの程震のもので‘あったかは，これによって窺い知ることができ

ょう。

さて，表によれば 1人当りの分与耕地面積は， 中村下回として 10町歩

から 4反 8畝までの格差がある。しかし，全体としては分与耕地はきわめて

零細である。 たとえば， 3町歩以上の団地な分与された士族はわずから6名

で，全体の 2%にすぎなし、。 2町歩以上をとればその数は392名となるが，

それでも 12%に満たなし、o 69 %を占める家持 30俵以下の士族1，744名に

対する分与耕地は 1人当り 1町歩以下である。つまり，耕地分与の対象とな

った家禄 15後以上士族2，513名の約9割は2町歩以下，約7舗はl町歩以

下の田地を分与されたにすぎないのである。 i帰国法Jによって創出された

士族の土地所有が全体としてきわめて零細で、あったことをまず以上から知り

えよう。

ところで，既述のように， i帰回法Jの基調は在村，不在村合間わずとに

かく士族の「地主J化にあった。とするならば，一体，士族は「地主Jとし

て分与耕地(小作地)からどの程度の経済的利益を享受しえたで、あろうか。そ

の土地所有面積からして，それがわずかなものて、あったことは疑いないが，

その点を謝定する手掛りとしては誌記「御分与田方組分見積石高調Jに記載

された反当り「立増米Jの見積り量がある。すなわち，そこでは分与耕地す

べてについて「立増米一皮歩ニ付二斗積リJと記載されている。 i立増米」

は「回出増米」と同義で，ここでは小作米中の地主取分(地主作徳米〕を指

している。分米 8斗から前例にならって中村下回の反当り貢米および収穫高

を推計すればそれぞれ4斗 8升 1石 2斗となり，ここでの地主作徳米2斗

はしたがって小作米6斗 8チト中の地主取分ということになるが，はたしてこ

れがどの程度現実の数舘を正しく反映しているか確認できないので，ここで

はこうした領主，地主，小作人の取分比率は度外視し，たんに「立増米J2 

斗についてだけ，これが現実の中村下回の小作米中の地主取分の量をほぼ正
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しく示しているものとして考患に入れておくことにする。

いま，これによって計算すれば，士族の取得できる地主作徳米は，最大が

20石，最小が9斗6チトである。 そして，全土族の約9割は4石以下，約7

割は2石以下である。 I帰国法Jによって士族が「地主Jに転化したとして

も， I地主Jとして大半の士族が享受できる経済的幸IJ誌はこの程度のものに

すぎなかった。 2石前後の地主作徳米では士族が地主として生活を維持しえ

ないことはいうまでもなし、。 I帰田法Jによって創出された士族の土地所有

が基本的に「地主J範轄を成立ぜしめるものでなかったことは，もはや明瞭

であろう。

ところで，家禄 100俵につき分米24石としづ耕地配分基準は廃藩置県以

前に確定をみていたもので、あった。それは，耕地買収方針を地主・農民に部

分的に譲歩する形に修正せざるをえなかった結果買収面積が減少し，その減

少した耕地面積にもとづいて最終的に決定されたものであった。 したがっ

て，薩藩置県後の方針変化の有無にかかわりなく，士族の土地所有は「地

主J範鴎を成立せしめるもので、はなかったわけである。しかし，廃藩置祭後

の方針変化の結果として大半の士族が好むと好まざるとにかかわらず「不在

地主jたらしめられるにいたったことは，士族の土地所有のみならず「帰国

法Jの帰趨にも無視しえない彰響をあたえたとみてよいのである。というの

は，そのことは，分与耕地からの地主作徳米の経済的意味がきわめて小さか

ったこととあいまって，士族と分与耕地との関係をますます稀薄にしたと

えられるからであり?それ故にまた，士族が分与耕地に執着せず，それを他

に転売して資金イじする傾向を強めさせることとなったと考えられるからであ

る。つまり，そういう意味で，士族のこと地所有をきわめて不安定なものとし

た，とみてよいのである。

もっとも，そうはし、っても，亡と族は分与耕地からの地主作徳米のみによっ

て生活を維持してし、たわけではなく，前出「田方御分賦弁夜着規則J第9条の

規定に示されていたように，家禄も従来と、おり支給されていた。そして，こ

の点は，家禄の代りに土地を分給された他藩の「帰国法jに対する弘前藩の
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それの特殊性の一つをなすものである。だから，分与耕地のもたらす経済的

利益がきわめて小さく，しかも「不在地主Jたらしめられたことによって，

士族と分与耕地との関係が一層稀薄なものとなったとしても，そのことから

ただちに分与耕地の転売によるその資金化が必然化したとみることはできな

い。そういう意味では，弘前藩の「帰田法」は他藩のそれに比し士族にとっ

て有利な内容のもので、あった。そして，家禄支給を継続しつつ耕地分与を行

いえたのは，明治初年のこの時点で，弘前藩の場合領主の農民支配力が後進

地の通例として相対的に強固であり，閉じことだが，藩体制jの内部的解体度

が相対的になお徴弱であったことに基礎をおいていたとみてよかろう。

しかし，地主作徳米のほかに家禄も支給されていたとしても，廃藩置県後

の禄制整理の過程で家禄は実費的にかなりの減少をきたしており，明治 5~

6年の時点ですでに18弘前藩土族の生活の窮乏化はおおうべくもない事実

で、あった。このことは， I帰団法Jの直接的な経済的効果が大半の士族にと

ってほとんどネグリジブ、ルなものであったことの証左でもあるのだが，とに

かし家禄の実費的削減によって生活窮迫化の度合が深まっていったとき，

士族が一時的にせよとにかくそれから脱却できる道は，分与耕地の転売によ

るその生活資金化以外にはなかったとみなくてはならないのである。そし

て， I地主Jとしての士族の土地所有が，士族の生活を支える内容のもので

なかった故に，それはそうであったと考えられるのである。 I帰出法Jの結

末は「帰国法Jの内容そのもののなかにすでに準備されていたのであった。

1) 以上『津軽添昭公伝 r地方沿革略譜j r弘前市史JI (明治大正昭和編〉等によ
る。

2) r津軽承昭公伝JIP. 317 
3) 向上 P.316 

4) r青森県史J第3巻 P P. 891~894 
5) 地租改正証寺地傾算定に使沼された津軽地方の明治3年以降5カ年間平均米価は石

当2円91銭である。

6) ~"青森県史J 第 3 巻 P. 899 

7) r津軽承昭公伝j P. 314。ただし， 11月にいたってこの布令は撤回され， I日邸
地はすべて上地ぜしめることに改められた。

8) 向上
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'9) この9月18臼の布告は管見の原史料中にはなく，具体的内容は現らかでなし、。し

かし，沼郡地に対する土族の私的所有権の設定がその売震譲渡の自由を承認したこ

とを意味するものであったことから推して，この布令は分与耕地の士族による自由

処分を許可したものとみてよいようである。廃藩置県前においては，この点は前出

「条日 j 第 7 条に「一，割i度 æ~~官許なくして譲渡禁止之事j と規定されていた。

10) r在宅一件J
11) r弘落現治一統誌(士族主存在着録)J 
12) ~津軽承ßß公伝Jl P. 283 

13)~14) 同上 P. 330 

15) ~青森県史』第 6 巻 P. 251 

16) これは，いつどのようなg的で作成されたものか明らかでない。ただ，高禄に士

族については分与耕地の所在村名を記載されているので 4年5月の拍霊祭による耕

地配分後のものであることは間違いない。なお，これにはほかに後に示す各分与地

からの地主作徳米の見積り額のほかに，見積り収穫米，および寅米も記載されてい

るが，これらの数字になお検討を要する点があるので，ここで、ははぶいた。

17) 丹羽邦男氏は『明治維新の土地変苓JlP.32において， r帰a法Jが士族にあた
えた経済的効采を測定するため，家禄100俵の士族が分与耕地から取得できる地主

作徳米を約8石 l斗余と推計してし、る。これは，菊池健土佐「津較地方に於る小作

米の漂白J (~近世地方経済史料J 第 8 巻所収〉に記載されている南津軽郡大光寺

村の「分米Jの数値から分与耕地面積を約 11llJ7反弱と計算し，さらに，そこでの

「回出増米Jの量から計算されたものである。しかし，これは誤りである。まず，

「分米」とは氏が上掲の文献に依拠して誤って理解しているように，実米十地主{乍

徳米を意味するものではなし、。それは.弘前務貞享の検地において確定された石盛

を指し，収穫籾の 5 合摺りをもって年貢賦課の標準としたものである(~青森租税

誌前編』上P.285以下参照、〉。だから「分米Jは村位・地位に応じてすで一定の量

に決められており，これまで叙述における中村中国 1石あるいは中村下回 8斗は，

この既定の「分米」にしたがったものである。所定の「分米」によって家禄100俵

の士族に分与された耕地面積を計算すれば，中村中部の場合2罰J4反，斗1村下回の

場合は第2表に示されているとおり 3町となる O しかし，そうであっても地主作徳

米は丹羽氏の推計依より大となるわけではない。氏が依拠した文献にある「回出場

米」の主主はあまりに過大である。それは前記の藩の見積り震に準拠するのが妥当で

あろう。それによると中村下回3町歩からの地主{乍徳米は6石となり，これが家禄

100俵の二と族が分与耕地から享受できる経済的利主主である O 丹羽氏は如上の誤った

推計を試みながらも結局 r~帰回法J の蕊接的経済的効果を大きく評価することは

できなし、」としているのであるが，地主作徳米が6石ということになれば，この点

はさらに強調されなければならないはづである。しかも，そればかりではない。丹

羽氏にあっては家禄100俵の士族は「中土上層」にあたる，とされているのみで，
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氏に推計によって約8石1斗余以上の地主作徳米を取得できる士族が士族全体のな

かでどの程度の比率を占めるかさえも明らかにされていないのである。それは上述

のように，わずか2;16'にすぎない。とすれば山、よいよ「帰出法Jの直接的経済的効

果はネグリジブルで、あったとみなくてはなるまL、。なお，ついでにいえば，氏は，

「帰国法jは「中てと以上層全体に，家禄に応じて沼地を支給J(傍点原文〉したも

のとしているが，厳密にいえばこれも誤りである。弘前議において「中土Jとは家

禄40俵以上150俵未満の士族を指し， 1帰由法Jで対象となった家禄 15俵以上士

族は「下士Jをふくむ「土族Jのほぼ全員と「卒」の一昔日を含んでいる。

18) 丹羽氏は同じく前掲警において， 1帰民法jの直接的経済的効果は大きく評側で

きないとしながらも，しかし「潤題は，かかる家広間への直接的， f量的な経済効果

の度合いで;土なく，質的な菌すなわち， 1日来の中層以上の家夜間が，この措霞によ

って，一方では18来の貢租の分け取りを維持しながら，部分的には私的土地所有者

ヱニ地主への転化せと進めているという点にあJる (P. 33)とし， そこに，弘前審

「帰国法jにおける「土地領有者の体制約な地主への転化の動きJ (P. 36)を見

出している。しかし，丹羽氏の叙述ははなはだ明確さを欠いている。なぜ、なら，こ

こで「地主Jという場合，氏がその実体をどのようなものと解しているか唆昧だか

らである。 1地主Jがたんに私的土地所有者一般ないしたんなる地主作徳米収得者

を指すものであれば， 1部分的jどころが，士族全員が「地主Jに転化したことに

なる。しかし， 1地主Jがし、わば範療としての「地主jを窓味するものであれば，

「帰国法Jは士族を「地主Jに転化させたものではない。もっとも，士族のごく一
部分(たとえば地主作徳米 12万以上を取得できるだけの耕地を分一与された家禄200

俵以上の士族13名〉は厳密な意味で地主に転化したといえるであろう。 しかし，

これはまったく例外的であり，これ宅どもって弘前藩の「帰国法」の性絡を;制、るこ

とはできなし、。つまり，そういう意味では弘前落円満田法jのなかに「土地領有者

の体制的な地主への転化の動きJを見出すことは無理なのである。この点再述。

19) 質収耕地の大半が「作人附」の土地〈小作地〉であったとしてもすべてがそうで、

あったとはかぎらなし、。したがって，廃藩置県前の所期の罰的が達成されていたな

らば，分与耕地の直{乍を行いうる士族も存在したはづである。また，小作地につい

ては「無故作人取放Jしは禁じられていたが，農村移住が実現しておれば条件次第

では小作iむを自作池化することも可能であったとみてよL、。現にそうした事態を予

想しているかのごとく，租税・営繕2署は4年7月「士族卒追々移住御分luiUB方自

耕絃ノ;期ニ及候テハ従来ノi乍人生活差支ニ可相成止と上ハ寸地モ開墾安土者ノ道ヲ関取

度jと廃村長浜村に小作人を移住させ，開墾事業に従事させるべきことを建設して

L 、る cl諮索隊簿」明治4年8月)0 だから，士族の農村移住が達成されていたな

らば，そうでなかった場合に比し，二と族と分与耕地との関係はより緊密なものとな

っていたと考えられる。

20) 地主・農民の抵抗に底部し部分的譲歩を余儀なくされたとしても，とにかく弘前

藩が「帰沼法」笑施にあたり 2，700町歩程度の耕地を地主から低価で買収または紙

約させえたことのなかに，この点ははっきりあらわれている。名古屋藩の場合引議
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白法J実施に際し地主・農民の不安をとり除くため「田畑多分所持之者御取揚，

帰国之者へ万被宛行杯と無根之風説申蝕，右説に迷ひ出焔名目譲いたし侯者モ有之

に担問得候。右体之畿は決て無之侯詞，銘々安堵に其業ーを可励事」と司令令-ttぎるを

えなかった事実〔古川秀造『明治維新社会経済史研究~ P .192)と対比するとき，

この点はより坊i淡となろう O

21) 丹羽邦男・前掲議 P P. 9 ~14参照

22) I日弘前議士族の場合家禄は明治5年より主主納お代相場によって貨幣に換算され金

禄をもって支給されている。その後の米価騰麦、の趨勢のなかで，士族の生活は窮乏

化し，明治6年家禄支給方法をめぐってi察当局と弘前一上族との苅に紛争が発生し

た。この!日弘前漆士族の家禄整理過程およびその間に発生した紛争の内容と経過に

ついては『弘前市史』明治・大正・昭和縞(弘前市役所・昭和39年〕第1意第3節

の「秩禄処分と士族授産jの項に略述しておいたので，これを参照されたい。

4. I帰由法Jの帰結と地主的土地所有

「津軽承昭公伝Jによれば，弘前藩の「帰回法Jの結末はつぎのとおりで

ある。 I(明治4年〉十二月ユ至上朝廷士族ニ許スニ，荷タリ農タノレノ自

由ヲ以テス，既ニ其令アリ，承平倫安ノ土，其情家戸商タ;1..--ヲ望ミ，農タノレ

ヲ欲セザルヤ明カナリ，於是乎，士族ノj趨勢帰農ノ念ヲ去ワテ，商ニ赴キ，

甚シキハ，一旦，挙族移住，奮テ耕転ノ;事ニ終ラントセシ者モ，額テ其田園

ヲ放売シテ市ニ移リ，以テ商業ニ従事スノレニ歪/レ，況ヤ，未ダ鵠詰移住セザ

ノレ者ニ於テオヤ，其勢斯ノ如クナノレヲ以テ，官官ニ公ノ仁意、ヲ以テ，差是資ニ与

ヘタノレ臼歯ハ，駕ゾ図ラン，商業ノ資本ト変ジ，其団関ハ去テ，再ピ元ノ

ニ惜スルモノトナレリJ。記述は必ずしも正確とはいえないが， とにか

く， I帰国法Jは所期の成果を収めえずして終った。それは前節までにおい

て検討Ltこ「帰国法Jの推移と士族の土地所有の内容からして，いわば当然

の給米であった。士族の農商工営業許可 (4年 12月)， I帰国法J停止令(

5年 2月)，土地永代売買解禁 (5年 2月)等の中央政府の政策も士族の分与

耕地の転売出土地喪失を促す契機となったで、あろうが，その基本的要閣は「

帰国法」そのものにすでに目玉胎・成長していたのである。

田法J着手当初の方針どおり，家禄に相当する「作得米Jを収

得しうるだけの耕地を士族に分与しえていたならば，そして分与耕地の直作
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によって実際に士族が家禄相当の「作得米J'iど収得しえたならば， 11諮問法」

の霞接的な経済的効果はかなり大きいものであったろうし， 間法」の帰

趨もかなり異ったものになっていたろうが，それはいずれも不可能であっ

た。一つは消極的なものであったにしろ地主・農民の抵抗に直罰して耕地買

収方針を修正せざるをえなかった結果として，いま一つは，質収耕地の小作

人の耕作権はこれを保護せざるをえなかったことによって。それでも，廃藩

置県前の方針どおり，士族全員の農村移住が達成されていたならば，条件次

第では分与耕地の直作も可能で、あったろうし，士族がかくもかんたんに分与

耕地を手離すことはありえなかったであろう。 I帰国法Jの結末もまた自か

ら異っていたに違いないのである。露藩霊祭はこれをも不可能としたのであ

った。

「帰沼法Jがほぼ終局をむかえたのは明治5年の秋である。廃藩置県後の

方針変化によって士族の「不夜地主J化がほぼ確定的なものとなり 5年2

月には「帰沼法J停止の布告が中央政府から出されたにもかかわらず¥その

年の秋まで経過しているのはJ帰出法Jの対象からはずされた家禄15俵以下

の卒に対し，その後，耕地分与後の「残回二百町余Jの販売代金と!日藩時代

からの貯蔵米で新県に引継ぐことを要しない部分とを 」として分給す

る方針がたてられ， I残田販売ノ処置容易ナラザ、ノレJため，残務整理に意外

に臼数がかかったことによるものである。

しかし，これをもって「帰国法jにかんする事務処理がすべて完了したわ

けではなし、明治6年 8月大蔵省五等出仕北代正臣が菱出重複にかわり青森

権令を兼ねるにおよんで間もなく， 12月4B， I日藩権大参事商館孤清を大蔵

省に招換し， 1帰国法Jの内容と経過について尋問の後， I間関購入分与ノ処

ヲ破設1する意関ある旨を申し渡した。その理由は「富民持伝ノ田園ヲ威
追シテ，低価ニ購取シタノレハ，人員自由ノ:権利ヲ妨ゲ，今日ノ政体ニ適ハザ

ルノ処置1である，というにあった。これに対し，西館孤清はいろいろ答弁
を試みているようであるが，現存のその答弁のため作成された草稿と推定さ

れるものには，地主からの耕地買収が強制的なものではなかったことが強調



49 :疑問明治初年弘前務における「帰田法Jの推移と帰結

与、j
f
ケ
人「帰国法Jの廃棄が不可能である理由としされているとともに，

耕地が転売され地主からの買収耕地が士族の手からすでに離れている

ント「今若或ハ之〔分与地〕ヲ其故〔差是〕ニ

ス殊ニ不知既ニー旦低価ニモセヨ其イ溜ヲ償ヒタノレ上分ケ与へラレタ

於テ今日全ク我私有物ナノレヲ何リ

あげられている。すなわち，

ニ唯々 其命ニf.E;スノレノ浬アノレへケンヤ加

之之ヲ転売セノレ各種ノ人ニ及ホストキハ吏ニ幾多ノ利益ヲ失ヒ何限ノ

蒙ムノレ者比々数フヘカラス実際ニ於テ容易ェ行ハレサノレノミナラス

ヲ醸サンノミ Jと。このことは，すでに明治6年末において分与耕地の転

ヲ
・
紛テシ

売エニ士族の土地喪失がかなり進行していたことを物語る。

罰法J廃棄の企留はその場かぎりのものでおわり，，北代権令の

6通を権令宛提その他〕この問題は「帰田法Jにかんする

しカ通田法」はここに完全に終末をむかえた。出しただけで落着した。

この時には，分与耕地の多くは士族の手から離れており，誇張していえ

田法!の成果は烏有に帰していたのである。

し，

J
J

ム

さて，明治4年末に l帰国法」による士族の「不在地主J化が

2月の「帰国法J停止措置はこれを最終的に決定づけたとなって以後 (5

せ」ら年から 6年にかけて，士族の多くは分与耕地主f失い，とみなしてよい〉

らに，明治 9年 8月の秩禄処分の断行はこうした事態を一層進行させたであ

の記述のように，分与耕

(¥日地主〉の手に帰したとして!

さきに引用した

地のすべてがふたたび「元ノ

本質を

しかし，ろうが，

ることになろう。

少くとも，

田法」実施によって保有地の大半を失った大地主のすべてが，再度それ

を取り民し大土地所有者となりえたわけでなかったことだけは事実である。

[帰田法J終了後の土地移動状況はまったく不明であるが，

明治年代の比較的早い時期の青森采における大地主については，い支のと

ころ明治 24年(推定〉の多額納税者の氏名を記載しているー資料によって

知るほかなL、が， そこには，津軽地方における 500円以上の多額納税 12 

名の住所氏名がのっている。これらの多額納税者は他の資料との関連で少く
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とも 40町歩以上の土地所有者と推定されるが， I帰国法」によって耕地を

官~:Zされた地主 281 名のうちそこに名をあらわしているのは 2 名〔北山彦

作・阿部賢吉)，住所および設からみて旧地主に系譜をひくと思われる者1

名(竹浪良太郎)，合わせてわす、か 3名にすぎない。他は明治前半期に商人

た・高利貸的活動を通じて土地集中を行い新たに大地主として生長してき

る。そこには佐々木嘉太郎(五所川原村。納税額 1，658丹，大正 13年

609町歩所有)，大故金劫(青森町。納税額507円，大正 13年現在 18

3町歩所有〉の名前が載っているが，彼等はその典型である。

明治以降の青森祭津軽地方の大地主は，このように， I婦問法」実施前の

大地主と系譜的につながっておらず，したがって， 「帰国法」以後旧議時代

の大地主の大半は没落しただ，明治以降日本資本主義生成期の新たな経済

的諸条件に即応でき，そのもとで商人・高科貸的活動を通じて再度土地集中

をなしえた者のみが，同様の過程で、生長してきた系詩的にはまったく異なる

大地主とならんで，大地主として再生しえたにすぎぬとみなくてはならな

い。したがって，また， I帰国法Jの必然的結末として分与耕地の大半が士

族の手から遊離していったとしても，それはすべてi白地主のもとへ還流して

L 、ったとはみることはできず，むしろその多くは，新たに地主として生長し

つつあった商人・高利貸資本のもとへ集中されていったとみるのが妥当であ

ろう。

以上の事柄を念頭におくとき，それて、は， I帰国法Jは青森県津軽地方の

地主制史のなかでどのような意義をもっと考えてよし、のか。明治維新の土地

変革過程に占める弘前藩「帰国法Jの位置と役割を明らかにする意味もふく

めて，最後に，この点に焦点をあわぜて全体を総括し，むすびにかえたいっ

弘前藩の「帰国法Jは，その第一段階において，まず，領内の既成の地主

的土地所有に決定的な打撃を与えた。耕地買収の対象となった地主は(田地

10町歩， E日焔 15町歩以上地主)281名， うち 100町歩以上の耕地を官収され

た地主は3名， 50町歩以上9名， 30町歩以上 13名 20町歩以上5名， 10

町歩以上28名で(以上合計指名， うち 2名をのぞき他はすべて在方地主〉
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ここから「帰同法J着手時点の津軽地方における地主的土地所有の発渓度を

うかがし、うるのであるが， 1帰国法jによってこれら地主の保有地は-

10町歩まで削減された。 しかも， 1余回Jは最終的には米で，ニ予定よ

りもさらに低価で賃収されたのである。国地献納とひきかえに一部の在方地

した在方家業免許の特権も，廃藩置県後，とくに 5年 8月の農民の

自由許可の布告によって，無意味なものと化した。かくて，小作料のみ

に依存していたと思われる在方の大地主は 1:帰国法 jによってその存立の!

の大半を失うrこいたり，明治以降商人・高利貸的活動のなかに再生の道

を見出しえた一部の者をのぞき，以後没落の方向をたどっていった。

しかし， 1帰国法J~土地主的土地所有そのものを根底から否定し，これを

廃棄したわけで、はない。それは，たんに，田地 10町歩〈田畑 15町歩〕を限

震とする耕地(小作地〉の保有を地主に許したということにのみもとづくも

のではない。 1帰出法Jにおいて買収小作地の小作人の耕作権取上げはそのt

着手当初からまったく問題となりえなかった。藩が仮にそれを断行したなら

ば，より激しい抵抗に直面したであろうし， 1帰田法」の成功は当初からと

うていおぼつかなかったに棺違なし、。したがって，はじめ士族の土着化によ

る分与耕地の直作を主要なねらいとしていながらも，結局，大半の士族にと

ってはその実現は不可能となり， 1帰田法」は，彼等にとっては，既成の地

主的土地所有のもとで地主作徳米として形成さわしてきた農民余剰取分を旧地

主にかわって取得できる道をひらいただけであった。 Lかも，それは既存の

小作慣行・村落秩序に全面的に依拠しこれを利用することによってのみ可能

で、あった。だから， 1帰沼法Jは既成の地主的大土地所有を否定しはした

が，地主的土地所有そのものを廃棄したわけで、はなく，むしろ逆に，それを

前提し利用することによって士族の「地主J化を達成しているのである。

ところで， I帰国法」によって士族が「地主」に転化し，保宥面積 10町歩

を限定とする既存の地主とならんで「地主」となりえたとしても，士族の土

地所者はその規模からしてとうてい「地主J範鴎を成立せしめるものではな

かった。第2表によ ， 10町歩の土地所有者となりえた士族はただの 1名
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である。したがって，もし仮りに弘前議の「帰回法Jをもって，既成の:tm主

的土地所有を否定し，それにかわり，亡と族を私的土地所有者たらしめること

によって新たな地主的土地所有を成立させたものとみるとすれば，それは二

誤りをおかしていることになるo また，そうではなく， I帰国法(主士

族の「地主J化によって新たな地主的土地所有の成立を実現させほしなかっ

たが，少くとも「帰出法」の内容にはそうした企図がふくまれており，ただ

その事業が廃藩霊泉後の「帰罰法J停止措置によって中断されたために失敗

したものである，というように解するとしても，それは事実に成してL、る。

なぜなら， I帰国法」着手当初の藩のねらいは士族の「地主J化よりも「白

化に重点がおかれていたと思われるからであり， また，士族の「地

主J化が確定的となった後においても，すでに廃藩置県前に決定さ

配分基準にもとづくかぎり，士族の土地所有は基本的に了地主」

ぜしめる内容のもので、はなかったからである。

沼法jは2，700町歩余の耕地(大部分は小作地〉を少数の大地主の手

から切り離して多数の士族へ分散・所有せしめ，少数の大土地所有者にかわ

って多数の零細土地所有者を創出 Lたにすぎなかった。士族の大半は僅少の

地主作徳米に寄食する零細な私的土地所有者たるにとどまった。それはたし

かに士族の「地主J化を意味したが， 「地主jとしての士族の再生産は，そ

の土地所有規模からして，本来不可能であったのみなければならないのであ

る。そして，廃藩置県穫後の方針変化によって「帰団法Jの基

「在村地主Jイじから「不在地主J化に変化するにおよんで、

が士族の

と分与耕地

(小作地〉との関係はきわめて稀薄なものとなり，さきの点、とあいまっご，

分与耕地の藍売ごニ士族の土地喪失は不可避となった。かくて，大地主の手か

ら切り離され多数の士族に分散・所有された小作地は， I帰罰法jの内容か

らするいわば当然の帰結として，また，それが細分化され雲存続化されていた

がためにきわめて容易に，新たな商人・高科貸資本のもとに集中されていっ

たのである。

しかも，この過程で、新たに形成されてきた地主的土地所有は， I婦問法」
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2ど媒介にすることによって，安定的なものとなった。と L、うのは， r婦問法J
によって18藩時代の質地小作慣行は一挙に破砕され，所定の年限を過ぎた質

地はすべて流地として質取主たる旧地主力、ら買収されていたからである。つ

まり， I帰国法]は!日落時代の地主的大土地所有を否定したが，開時に，そ

のニとを通じて，その後の地主的土地所有の新たな展開と安定化に促進的役

割を果したので、あった。

」のようになてくれば，弘前藩の「帰臼法」のなかに「土地領有者の体制

的な地主への転化の動きJを見出すことによって，たとえば母虫藩の「問

分賦法!などとは本質をまったく異にするものと解し，それを，

[廃棄 jと地主的土地所有の「創出」を内容とする明治維新の土

地変革に決定的に対立する土地領主制改廃の一典担とみる見解は，弘前藩

「帰国法!の性格のー側面のみを不当に強調した見解といってよいであろ

う。弘前穫の「帰田法Jは「家禄削減をうけた領主・家臣団腐の利益を最も

露骨に反挟した j政策であったことにはかわりはなし、が，それは，決して地

租改正・秩禄処分に対立するような土地領有制改革(領主・家臣聞の体制的

への転化〉としての内実をもっていたものではなかったのである。

それは，あくまでも，後進地における封建家臣面解体過程の特殊的形態をー具

現 Lたものとして捉えられるべきであり，もし土地借j麗史上に位置ずけると

すれば，それは， ]iT述のように，明治以降の地主的土地所有の新たな展開と

その安定化にZ重要な役割を果したものとして評価さるべきであろう。

1) 了津軽;利召公{云~ p P. 330~331 

2) 前節注 20)参照

3) 了津線承昭公伝 P.3130 I帰ET:l法」において藩が磯保した耕地は「組V1ri官ET:lJ

を含め 2，945宿J歩余とされているから，第2炎の分与白地合計2.809111]'歩を控除す

れば13511lJ歩余となり，この「残EFlJ濁積とは一致しないが，第2表の分与回地面

積i土全体を中村下回とみなして所定の分米から機械的に計算された商積で、あるから

一致しなし、のは当然である。

4) 向上 P.314 

5) 向上 P.347 

6) 向上 P.347 
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7) 1"津軽藩土族卒族江沼方御分与一件言書類J(文部省史料館蔵〉

8) 1"雑第八号摘婆」。これは中津軽郡役所の 1吏員が行政上の必要事項を議き留

めておいたものである。

9) 多額納税者の税金はすべて地穏とはかぎらなし、から，その税額から地価さらにこと

地面積を計算しでもあまり意味がなし、。ただ，現治27王子4月58付「東E毎回線Jに

は東津軽郡の地価 1万円以上の地主名が載っており，それには前記資料に記載され

ている地主2名の名もみえている。したがって，ここから前記多額納税者は地価1

万円前後の地主と考えてほぼ間違いなく，地価1万円は，地租改正時の青森県の出

方算定地価から計算すれば約40町歩の田地となる。

10) 1"明治四卒未年御君1¥中田煩獄図打続Jl!'i上調候Jによる。

11) 1"弘前藻のばあいも， る中央政府の子原団法J停止措置のため，毒事

美さなかばで，所期の目的を遠せられぬまま止めねばならな〈なり， 'e¥1反した土族iこ
自己賦した地もふたたび、沼地主の手へ帰るとし、う結果とな」ったとする丹羽氏の所説

(吉tr掲書 P.36)が正しくないことは以上から切らかであろう。

12) 丹羽邦男・前掲書 P. 31 

(1964 .7. 30) 

工付記Jr本稿は前稿と同様昭和 36年度文部省科学研究費交付金による研究の一部であ
るO


